７．平成30年度住宅まちづくり部事業の概要

住まいとまちづくり、都市空間の創造を通じて、府民の安全・安心、活力ある生活を生み出し、府民の幸せを実現することは、住宅まちづくり部の基本的な使命です。
『大阪に住まう』府民の幸せの実現に向け、「魅力的な都市空間の創造」、「安全・安心の確保」の観点から施策を推進し、「豊かな大阪」をめざしている。
住宅まちづくり部は、次の５つの基本的な考え方を基に行政を進めている。

○都市空間創造････････････「グランドデザイン・大阪」、「グランドデザイン・大阪都市圏」等、地域の活力と魅力、安全と安心の向上 
○建築指導････････････････建築確認、開発許可、福祉のまちづくり、安全・衛生の確保
○営繕････････････････････府有建築物の耐震化、環境配慮
○住宅・府営住宅･･････････住宅政策の構築、府営住宅等の運営・活用
○建設業・宅建業等振興････建設業・宅建業等の健全な振興
これらの基本的な考え方に基づき、定住魅力ある都市空間の創造に向け、市町村と連携をしながら、民主導による取組みを促進していく。施策推進に当たっては、需要者側の視点に立ち、前例踏襲にとらわれない新たな発想でスピード感を持って取り組んでいく。
こうした部局運営の実現に向け、効率的な組織運営やリスクマネジメント、若手職員の育成等を進めていく。

平成30年度は、このような方針のもと、引き続き、以下の５テーマについて、重点的に施策を推進した。

１．活力と魅力ある都市空間の創造
（1） 圧倒的な魅力を備えた都市空間の創造
「グランドデザイン・大阪」のもと、うめきた2期地区開発事業者が決定したほか、新大阪駅周辺地域が「都市再生緊急整備地域の候補となる地域」として公表されるなど、府・市一体で着実に取組みを行った。

また、「グランドデザイン・大阪都市圏」のもと、淀川沿川の広域連携型のまちづくりに向け、「淀川の魅力ある景観発掘コンテスト」を実施し、「淀川の魅力ある景観づくりに向けて」を策定したほか、自転車を活用した広域連携によるまちづくりをめざし、泉州サイクルルートと和歌山県等との広域連携に向けた社会実験を実施するなど、行政区域にとらわれない「広域連携型都市構造」への転換を図る取組みを進めた。

（2） 多様な人々が住まい、訪れる居住魅力あふれる都市の創造
　　○「住まうビジョン・大阪」の推進

「住まうビジョン・大阪」の改定に向け、大阪府住宅まちづくり審議会において、今後の住宅まちづくり政策に関して検討すべき課題について議論を実施し、検討状況を審議会に中間報告した。
○「都市景観ビジョン・大阪」の推進

「都市景観ビジョン・大阪」に基づき、ビュースポット（視点場）を発掘する「ビュースポットおおさか発掘・発信プロジェクト」を開始した。
（４）地域創造の推進

　　○千里・泉北ニュータウンの再生

　　　千里ニュータウンについて、千里ニュータウン再生連絡協議会事務局会議等で「千里ニュータウン再生指針2018」に基づく取組みの今後の進め方等の協議・調整を実施するとともに、千里中央地区活性化協議会に参画して「千里中央地区活性化基本計画」を取りまとめた。
　　　泉北ニュータウンでは、「泉北ニュータウンまちづくりプラットフォーム」を活用し、サウンディング型市場調査を実施するなど、まちづくりに向けた取組みを進めた。
　　○彩都における新たな都市魅力の創出

　　　彩都東部地区について、彩都東部地区C区域まちづくり協議会の設立、事業化検討パートナーの決定、都市計画変更に向けた土地利用方針（案）及び土地利用計画（案）の策定等、事業化に向けた取組みを進めた。また、競争力の高い産業集積が加速されるよう、企業訪問や産業展への出展等、金融機関や経済団体へのPR活動を実施した。
　　○りんくうタウンの活性化

　　　りんくうタウンでは、公園予定地の利活用に向けて、事業者や地元市と事業用定期借地契約を締結するなど、地元市町や民間と連携し、まちの活性化に取り組んだ。

２．減災に繋げる災害に強い住まいと都市の形成

（１）災害に強い都市構造の形成
平成32年度までの「地震時等に著しく危険な密集市街地」の解消をめざし、市の「整備アクションプログラム」見直し、「密集市街地まちの防災性マップ」の作成、防災講座・ワークショップの実施等、地元市と連携した地域防災力の向上に取り組んだ。また、「地震時等に著しく危険な密集市街地」のうち、大阪市が取り組む地区の一部268haが解消した。
（２）住宅・建築物の耐震化の促進
住宅の耐震化率を平成37年度までに95％にすることを目標に、市町村等と連携して木造住宅の耐震診断、改修実施を個別訪問やDM発送等により働きかけるとともに、分譲マンション管理組合に対しては、マンションの耐震化に向け、管理組合をサポートする民間事業者の情報を提供するなど、民間住宅・建築物の耐震化の促進を行った。

また、広域緊急交通路沿道建築物について、耐震性が不足する建物所有者に個別訪問等を行うなど耐震改修等の働きかけを行うとともに、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、建物所有者から報告された診断結果の公表、未報告者への命令を行った。

さらに、「大阪府北部を震源とする地震」を踏まえ、民間ブロック塀等の除去に補助を行う市町村に対する補助制度を創設するなど、災害対応力強化に取り組んだ。
（３）災害時の応急対策の整備
大規模災害に備えて、民間賃貸住宅を借り上げ被災者に応急仮設住宅として提供する「災害時民間賃貸住宅借上制度」について、民間関係団体の研修会等により制度周知を図るとともに、マニュアル（案）に基づき市町村等と訓練を行った。「大阪府北部を震源とする地震」では、制度マニュアルを施行し、住家被害を受けた被災者に対し、借上型仮設住宅を提供した。
また、大規模地震の二次災害を防止するため、被災建築物応急危険度判定（養成）講習会を開催し、新たな判定士の登録促進を行った。「大阪府北部を震源とする地震」への対応として、被災市町へ応急危険度判定士を派遣した。
３．安心・魅力ある住まいの実現

（１）空家等を積極的に活用した地域の価値・魅力の向上
「空家総合戦略・大阪」に基づき、市町村の空家等対策計画策定やリノベーションまちづくりの取組みを促進するとともに、市町村の空家バンクの新規設置や「大阪版・空家バンク」の活用などを通じて、中古住宅流通市場の環境整備・活性化に努めた。

　　　また、今後の空家対策の具体的取組みを明示した「空家総合戦略・大阪2019」を策定した。
（２）安心して住まいを確保できる環境整備
「あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度」の登録に向け、事業者への働きかけを実施するとともに、「大阪府賃貸住宅供給促進計画」を改正し、シェアハウス等を対象とした登録住宅の面積基準を緩和するなど、住宅確保要配慮者の住まい確保に向けた環境整備を進めた。

また、分譲マンションの適正管理を促進するため、マンションセミナーなどにより、「大阪府分譲マンション管理適正化推進制度」への登録の働きかけを行った。
（３）健全な建設業・宅地建物取引業の振興
建設業における不良・不適格業者の排除を図るため、許可業者の犯罪履歴調査を実施し、調査の結果、欠格要件に該当したものについては、許可の取消処分を行った。

　　　また、建設工事従事者の安全及び健康の確保を図るため、「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する大阪府計画」を策定した。
４．府営住宅資産の運営・活用
（１）地域の活力創出に向けた府営住宅資産の活用と良質なストック形成
　　　府営住宅の市・町への移管について、門真市への平成31年度からの順次移管に向け、時期や順序を定める移管協定書を締結するとともに、他の市・町とも協議を進め、池田市とは移管後の管理制度案をとりまとめた。
府営住宅ストックのまちづくりへの活用を進めるため、空室活用や用地活用に関する市町との協議や、大学と連携した府営住宅の活用方策に関する大学との協議を実施するとともに、府営住宅の活用事例を掲載した「大阪府営住宅ストック活用事例集」を更新し、公表した。
また、良質なストック形成に向けて、府営住宅の建替事業、耐震改修事業、住戸内バリアフリー化事業、中層エレベーター設置事業等を着実に実施し、耐震化・バリアフリー化を推進するとともに、今後使用可能な期間を考慮した修繕を適切に実施し、劣化度調査等を実施した。
（２）安定的で持続的な府営住宅の経営

　　　府営住宅事業の自立的な経営の確立に向け、円滑な事業実施に向けた活用用地の売却等により、歳入確保を図るとともに、建築仕様の見直しによるコスト縮減等の歳出削減に努めた。

　　　また、単身入居者死亡住宅の早期返還に向け、新たな入居者に速やかに住居が提供できるよう残置物の移動・保管等の処理を進めた。

５．建築物の質の向上と安全性確保

（１）環境にやさしい建築物の整備促進
「新・大阪府ESCOアクションプラン」に基づき、ESCO事業の事業者の選定や省エネ提案型総合評価入札の実施を通じて、府有建築物の更なる省エネ化を推進するとともに、建築物省エネ法、大阪府温暖化の防止等に関する条例の改正を踏まえ、府有建築物の再生可能エネルギーの活用をさらに推進するため、「府有建築物の整備における環境配慮指針」を改定した。
建築物省エネ法、大阪府温暖化の防止等に関する条例の改正について、説明会を開催し、制度の周知や普及啓発を行った。また、大阪市とともに「おおさか環境にやさしい建築賞」を実施するとともに、表彰建築物の現地見学会を開催した。
　
（２）誰もが安心して生活・移動できる環境整備促進
大阪府におけるユニバーサルデザインに関する取組みを推進するため、福祉部、府民文化部等の関係部局と連携し、「大阪府ユニバーサルデザイン推進指針」を策定した。また、駅及び周辺も含めたバリアフリー化の取組みを促進するため、市町村のマスタープラン及び基本構想の策定・見直しに向け、府の考え方を示す「大阪府バリアフリー基本構想等作成促進指針」を作成した。
（３）府有建築物、民間建築物におけるマネジメントの実施
指定確認検査機関に対する立入検査を実施し、審査の適正化に取り組んだ。また、違法なコンテナ倉庫について、主要事業者に聴聞を実施し、特に危険な2段積みコンテナ倉庫に対して着実な是正を指導した。
「大阪府北部を震源とする地震」への対応として、ブロック塀に関する相談窓口の設置や啓発リーフレットの配布による所有者等の自主点検の促進を行い、通学路沿道や府民から通報のあった民間ブロック塀の安全点検を実施し、危険性の高いブロック塀の所有者に注意表示や改善を指導した。
府有建築物については、設計工事マネジメント会議により、設計及び工事の進捗管理を着実に行うとともに、PDCAサイクルによる品質マネジメントに取り組み、工事目的物の品質確保に取り組んだ。また、府有建築物の長寿命化を推進するため、「ファシリティマネジメント基本方針」に位置付けられた建築物毎の劣化度調査を実施した。
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